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3 月 9 日の弊社ファンドの基準価額下落について 

 

 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

2026 年 3 月 9 日、弊社運用ファンドの一部において、基準価額が前日比で 5％超下落しました。 

以下に該当ファンドおよび基準価額の下落要因についてお知らせいたします。 

 

１．2026 年 3 月 9 日時点で基準価額が前日比で 5％超下落した公募投資信託 

  

 

 

 

ファンド名 基準価額 前日比
前日比

騰落率

野村インデックスファンド・日経半導体株 17,825円 -1,590円 -8.2%

ロボ・ジャパン（円投資型） 31,869円 -2,440円 -7.1%

情報エレクトロニクスファンド 59,200円 -4,441円 -7.0%

ロボ・ジャパン（米ドル投資型） 49,643円 -3,346円 -6.3%

小型ブルーチップオープン 34,866円 -2,294円 -6.2%

ノムラ・ジャパン・オープン（野村SMA・EW向け） 51,504円 -3,065円 -5.6%

ラップ専用・日本株式アクティブ（セレクト・オポチュニティ） 21,423円 -1,272円 -5.6%

野村国内株式アクティブオープン 22,414円 -1,296円 -5.5%

ノムラ・ジャパン・オープン（野村SMA向け） 38,816円 -2,242円 -5.5%

ノムラ・ジャパン・オープン 25,937円 -1,492円 -5.4%

株式インデックス 225 19,475円 -1,072円 -5.2%

野村インデックスファンド・日経225 64,898円 -3,569円 -5.2%

ミリオン（インデックスポートフォリオ） 19,475円 -1,071円 -5.2%

積立て株式ファンド 782円 -43円 -5.2%

野村日経225インデックス（野村SMA・EW向け） 24,740円 -1,360円 -5.2%

はじめてのNISA・日本株式インデックス（日経225） 16,958円 -932円 -5.2%

野村つみたて日本株投信 29,771円 -1,636円 -5.2%

野村日本最高益更新企業ファンド 16,737円 -906円 -5.1%

スーパー トレンド オープン 15,998円 -847円 -5.0%

2026 年 3 月 10 日 

 

・ 基準価額は、分配落ち前の価額を掲載しています。 

・ 騰落率は、収益分配金（課税前）を分配時にファンドへ再投資したものとして計算した騰落率です。 

・ 当資料でお知らせする「基準価額 5％超下落」の基準は、ファンドの騰落率が 5％以上の下落が該当し、小数点以下を四捨五入して 5％の下落となる場合は含んでおりません。 

・ ファンドによって、投資対象市場の基準価額への反映タイミングが異なります。 

・ 公募投資信託のうち、ＤＣ（確定拠出年金）、ＥＴＦ（上場投資信託）、投資信託協会分類の特殊型（ブル・ベア型）ファンドは除外しております。 

・ ファンド名は約款に準じており、HP の表記と必ずしも一致するとは限りません。 
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２．主な市場動向について 

 
 

 

9日の日本株式市場は、複数の悪材料が重なったことで大幅に下落しました。まず、前週末に発表された

2 月の米雇用統計が市場予想に比べて弱く、1 月からも悪化した内容だったことから、米景気に対する不

安が高まりました。更に、中東情勢の緊迫化を受けて、WTI（ウエスト・テキサス・インターミディエイ

ト）原油先物相場が一時 100米ドルを大きく突破したことを嫌気したほか、国内のインフレへの懸念から

日本 10 年国債利回りが一時 2.2％超えとなったことも追い打ちとなりました。このように様々な悪材料

が重なり、日本株式市場はほぼ全面安となり、多くの日本株式ファンドの基準価額が大幅に下落しました。 

 

以上 

 
 
 

3月4日 3月5日 3月6日 3月9日
4日から5日
の騰落率

5日から6日
の騰落率

6日から9日
の騰落率

TOPIX (東証株価指数) 3,633.67 3,702.67 3,716.93 3,575.84 1.9% 0.4% -3.8%

NYダウ工業株30種 48,739.41 47,954.74 47,501.55 47,740.80 -1.6% -0.9% 0.5%

MSCIワールド・インデックス 4,487.45 4,458.16 4,407.04 4,417.80 -0.7% -1.1% 0.2%

MSCIエマージング・インデックス 1,472.03 1,503.53 1,499.72 1,454.57 2.1% -0.3% -3.0%

FTSE NAREIT 全REIT指数 233.63 231.27 228.82 229.06 -1.0% -1.1% 0.1%

東証REIT指数 1,951.36 1,981.20 1,963.63 1,952.20 1.5% -0.9% -0.6%

Nikkei Semiconductor Stock Index 17,087.53 17,642.26 17,778.59 16,335.63 3.2% 0.8% -8.1%

ﾗｯｾﾙ野村中小型ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（配当含む） 2,086.96 2,122.34 2,125.74 2,045.90 1.7% 0.2% -3.8%

為替（対円レート）
（投資信託協会）

3月4日 3月5日 3月6日 3月9日
4日から5日
の騰落率

5日から6日
の騰落率

6日から9日
の騰落率

米ドル 157.69 156.60 157.45 158.71 -0.7% 0.5% 0.8%

ユーロ 182.79 182.33 182.80 182.75 -0.3% 0.3% -0.0%

（出所）Bloombergデータより野村アセットマネジメント作成

（注）市場の休日等の場合は前日の値を使用

（注）為替についてはNDF(ノン・デリバラブル・フォワード)取引を用いているコースもあり、必ずしも上記の為替レートの変動と一致しない場合があります。
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■ご注意
下記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきまし
ては、野村アセットマネジメントが運用するすべての公募投資信託のうち、投資家の皆様にご負担いただく、それぞれの
費用における最高の料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なります
ので、ご投資をされる際には、事前によく投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面をご覧下さい。
■投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とし投資元本が保証されていないため、
当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により投資一単位当たりの価格が変動します。したがって
投資家の皆様のご投資された金額を下回り損失が生じることがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。また、
投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、
リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資に当たっては投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付
書面をよくご覧下さい。
■投資信託に係る費用について
以下の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、 表示すること
ができません。

ご購入時手数料
《上限3.85％（税込み）》

投資家が投資信託のご購入のお申込みをする際に負担する費用です。販売会社が販売に係る費用として受け取り
ます。手数料率等については、投資信託の販売会社に確認する必要があります。
投資信託によっては、換金時（および償還時）に「ご換金時手数料」等がかかる場合もあります。

運用管理費用（信託報酬）
《上限2.222％（税込み）》

投資家がその投資信託を保有する期間に応じてかかる費用です。委託会社は運用に対する報酬として、受託会社
は信託財産の保管・管理の費用として、販売会社は収益分配金や償還金の取扱事務費用や運用報告書の発送
費用等として、それぞれ按分して受け取ります。
＊一部のファンドについては、運用実績に応じて報酬が別途かかる場合があります。
＊ファンド・オブ・ファンズの場合は、一部を除き、ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬等が別途かかり
ます。

信託財産留保額
《上限0.5％》

投資家が投資信託をご換金する際等に負担します。投資家の換金等によって信託財産内で発生するコストをその投
資家自身が負担する趣旨で設けられています。

その他の費用
上記の他に、「組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料」、「ファンドに関する租税」、「監査費用」、
「外国での資産の保管等に要する諸費用」等、保有する期間等に応じてご負担いただく費用があります。運用状況等
により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができません。

投資信託のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、
ご自身でご判断下さい。

当資料で使用した指数について
●TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産で
あり、指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関するすべての権利・ノウハウ及びTOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に係る標
章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負
いません。●「Dow Jones Industrial Average」（ダウ・ジョーンズ工業株価平均）は S&P Dow Jones Indices LLC（「SPDJI」）の商品です。Standard & Poor’s®および
S&P®は Standard & Poor’s Financial Services LLCの登録商標で、Dow Jones®はDow Jones Trademark Holdings LLCの登録商標であり、これらの商標を利用する
ライセンスがSPDJI に付与されています。●MSCIワールド・インデックス、MSCIエマージング・インデックスは、MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一
切の権利はMSCIに帰属します。またMSCIは、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。●FTSE NAREIT 全REIT指数は、FTSEにより計算され、
指数に関する全ての権利はFTSEおよびNAREITに帰属します。●日経半導体株指数は、S&P Dow Jones Indices LLCの子会社であるS&P Opco, LLCとの契約に基づいて、算
出、維持されます。S&P Dow Jones Indices、その関連会社あるいは第三者のライセンサーはいずれも日経半導体株指数をスポンサーもしくはプロモートするものではなく、また日経半
導体株指数の算出上の過失に対し一切の責任を負いません。「S&P®」はStandard & Poor’s Financial Services LLCの登録商標です。●Russell/Nomura Mid-Small
Cap インデックスの知的財産権およびその他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびFTSE Russellに帰属します。なお、野村フィデューシャリー・
リサーチ＆コンサルティング株式会社およびFTSE Russellは、Russell/Nomura Mid-Small Cap インデックスの正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合性
を保証するものではありません。

2026年 3月現在 

野村アセットマネジメントからのお知らせ 
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2026 年 3 月 9 日 

 

受益者の皆さまへ 

 

アセットマネジメント One 株式会社 

 

 

当社ファンドの基準価額下落について 

 

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 

当社が設定するファンドのうち以下ファンドの基準価額が本日大きく下落いたしましたので、お知ら

せいたします。 

※ 騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして算出していますので、実際の投資家利回りとは異

なります。 

【基準価額 5％以上下落ファンド】（注） 

ファンド名 基準価額（円） 前日比（円） 騰落率 

ファンド''メガ・テック'' 22,320 ▲1,548 ▲6.49% 

企業価値成長小型株ファンド 22,752 ▲1,472 ▲6.08% 

きらぼし・みらい応援株式ファンド 10,550 ▲644 ▲5.75% 

ＭＨＡＭ日本成長株オープン 11,370 ▲694 ▲5.75% 

みずほ日本オールキャップ株式ファンド 13,591 ▲813 ▲5.64% 

新光小型株オープン 75,217 ▲4,303 ▲5.41% 

新光日本小型株ファンド 27,507 ▲1,569 ▲5.40% 

厳選ジャパン 32,438 ▲1,847 ▲5.39% 

構造改革ジャパン 17,970 ▲1,021 ▲5.38% 

日経２２５ノーロードオープン 39,585 ▲2,180 ▲5.22% 

インデックス マネジメント ファンド ２２５ 13,746 ▲756 ▲5.21% 

インデックスオープン・日経２２５ 19,717 ▲1,084 ▲5.21% 

ＭＨＡＭ株式インデックスファンド２２５ 10,065 ▲553 ▲5.21% 

たわらノーロード 日経２２５ 31,777 ▲1,745 ▲5.21% 

ＭＨＡＭ新興成長株オープン 22,713 ▲1,223 ▲5.11% 

マネックス・日本成長株ファンド 34,668 ▲1,866 ▲5.11% 

ビッグデータ活用 日本中小型株式ファンド 22,147 ▲1,183 ▲5.07% 

商 号 等： アセットマネジメント One 株式会社 

 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 324 号 

加入協会： 一般社団法人投資信託協会 

一般社団法人日本投資顧問業協会  
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ＭＨＡＭジャパンオープン 21,983 ▲1,171 ▲5.06% 

暗号資産関連株式ファンド 10,811 ▲574 ▲5.04% 

（注）ＤＣ（確定拠出年金）専用ファンド、ＥＴＦ、純資産総額 1 億円未満のファンド、ブルベア型

ファンド等を除く。 

 

次ページ以降に基準価額の変動要因となった主な市況の動向について記載しておりますのでご参照くだ

さい。 

なお、上記ファンドにつきましては、今後の状況を注視しつつ運用を行ってまいりますので、引き続

き当社投資信託をご愛顧頂きますようお願い申し上げます。  

 

 

  



 

 

 

当資料は4枚ものです。Ｐ. 4の「投資信託に係るリスクと費用およびご注意事項」をご確認ください。 

 
 

3 

【市況の動向】 
 

中東情勢の緊迫化を受け 6日の米国株式市場は下落しました。同日発表の米国雇用統計が悪化し、

米景気後退への警戒感が浮上したことも悪材料となりました。こうした中、暗号資産関連株も総じ

て軟調な展開でした。 

さらに 9 日の東京株式市場では原油価格の急騰が景気や企業業績に対する悪化懸念を招いたこと

などから、幅広い銘柄に対して売りが強まり市場を大幅に押し下げました。 

 

【市場データの騰落率等】 

 前日比 騰落率 取引終了値 

日経平均株価 ▲2,892.12 ▲5.2% 52,728.72 

ﾅｽﾀﾞｯｸ 総合指数 ▲361.31 ▲1.6% 22,387.68 

US ドル／円 0.19 0.1% 157.78円 

※ﾅｽﾀﾞｯｸ 総合指数と US ドル/円は 3 月 6日時点、日経平均株価は 3月 9 日時点 

※US ドル／円の前日比がプラスの場合は、US ドル高円安を意味 

※ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメント One作成 

 

※ 前記の市場の動向は、過去の実績であり将来の運用成果等を保証するものではありません。 
※ 「日経平均株価」および「日経平均トータルリターン・インデックス」（以下、「日経平均株価」といいます。）は、

株式会社日本経済新聞社によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、株式会社日本経済新聞
社は、「日経平均株価」自体および「日経平均株価」を算出する手法に対して著作権その他一切の知的財産権を有
しています。 

※ ナスダック総合指数に関する著作権等の知的財産その他一切の権利は Nasdaq Stock Market, Inc.に帰属します。 
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投資信託に係るリスクと費用およびご注意事項  

 

【投資信託に係るリスクと費用】 

●投資信託に係るリスクについて 

投資信託は、株式、債券および不動産投資信託証券（リート）などの値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替リスクもありま

す。）に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、

投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあり

ます。ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆さまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。 

 

●投資信託に係る費用について 

 [ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。] 

   ■  お客さまが直接的に負担する費用 

購入時手数料：上限３．８５％（税込） 

換金時手数料：換金の価額の水準等により変動する場合があるため、あらかじめ上限の料率等を示すことができません。 

信託財産留保額：上限０.５％ 

 

 ■  お客さまが信託財産で間接的に負担する費用 

運用管理費用（信託報酬）：上限 年率２．４６３％（税込） 

※上記は基本的な料率の状況を示したものであり、成功報酬制を採用するファンドについては、成功報酬額の加算によっ

てご負担いただく費用が上記の上限を超過する場合があります。成功報酬額は基準価額の水準等により変動するため、

あらかじめ上限の額等を示すことができません。 

 

その他費用・手数料：上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）

等でご確認ください。その他費用・手数料については定期的に見直されるものや売買条件等により

異なるため、あらかじめ当該費用（上限額等を含む）を表示することはできません。 

 

※手数料等の合計額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することはできません。 

※上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、

アセットマネジメント One 株式会社が運用するすべての投資信託のうち、徴収するそれぞれの費用における最高の料率を記

載しております。 

※投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国が異なることから、リスクの

内容や性質、費用が異なります。投資信託をお申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじ

め、または同時にお渡ししますので、必ずお受け取りになり、内容をよくお読みいただきご確認のうえ、お客さまご自身が投資

に関してご判断ください。 

※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。 

 

【ご注意事項】 

●当資料は、アセットマネジメント One株式会社が作成したものです。 

●当資料は、情報提供を目的とするものであり、投資家に対する投資勧誘を目的とするものではありません。 

●当資料は、アセットマネジメント One 株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正

確性について、同社が保証するものではありません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するもので

はありません。 

●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。 

●投資信託は、 

1. 預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、

証券会社を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象ではありません。 

2. 購入金額について元本保証および利回り保証のいずれもありません。 

3. 投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。 
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掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境

の変動や運用成果などを保証するものではありません。

【本資料の最終ページを必ずご覧ください。】

販売用資料

Fund Information

アモーヴァ・アセットマネジメント

2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。

アモーヴァ・アセットマネジメント

ファンド名 基準価額 前日比 騰落率

上場インデックスファンド日経半導体株 26,992円 -2,383円 -8.1%

ジャパン半導体株式ファンド 21,926円 -1,821円 -7.7%

日興中小型グロース・ファンド 44,617円 -2,815円 -5.9%

Ｊキャップ日本株ファンド 38,019円 -2,321円 -5.8%

ミュータント 33,689円 -1,908円 -5.4%

キャピタルオープン 22,408円 -1,241円 -5.2%

上場インデックスファンド日経２２５（ミニ） 42,053円 -2,309円 -5.2%

インデックスファンド２２５ 14,844円 -815円 -5.2%

インデックスファンド２２５（日本株式） 64,850円 -3,558円 -5.2%

上場インデックスファンド２２５ 54,856円 -3,009円 -5.2%

利益還元成長株オープン 43,214円 -2,359円 -5.2%

年金積立 Ｊグロース 65,402円 -3,569円 -5.2%

弊社ファンドの3月9日における基準価額の下落について

弊社運用ファンドにつきまして、3月9日に基準価額が前日比で5%超下落したファンドおよび
基準価額の下落要因についてお知らせいたします。

（ご注意）分配金をお支払いしたファンドについて

前日比は当該分配金のお支払いを含めた表示となっておりますが、騰落率については税引前分配金を再投資したもの
として計算した数値を表示しております。

（ご注意）時価評価の適用時間について

上記掲載の投資信託が外国籍投信を主な投資対象とするファンド・オブ・ファンズである場合、投資対象資産や為替
レートの純資産価格への適用時間は各外国籍投信の規定によります。従って、後記の市場データとは差異が生じる
場合があります。

【基準価額が前日比で5%を超えて下落した公募投資信託】
※ブル・ベア型は除く

2026年3月10日

●信頼できると判断したデータを基にアモーヴァ・アセットマネジメントが作成

●国債利回りの騰落率は、変化率（%）ではなく、利回りの変化幅を示しています。

●上記は過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

●当資料に示す各指数の著作権等の知的財産権その他一切の権利は、各指数の算出元または公表元に帰属します。
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掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境

の変動や運用成果などを保証するものではありません。

【本資料の最終ページを必ずご覧ください。】

国内主要指数 3月6日 3月9日 騰落率

日経平均株価 55,620.84 52,728.72 -5.2%

TOPIX（東証株価指数） 3,716.93 3,575.84 -3.8%

日経半導体株指数 17,778.59 16,335.63 -8.1%

東証グロース市場250指数 770.80 743.09 -3.6%

●信頼できると判断したデータを基にアモーヴァ・アセットマネジメントが作成

●上記は過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

●当資料に示す各指数の著作権等の知的財産権その他一切の権利は、各指数の算出元または公表元に帰属します。

【基準価額の下落要因】

9日、イランの次期最高指導者に、死去したハメネイ師の息子であり、対米強硬派として知ら
れるモジタバ・ハメネイ師が選出されたことなどを受け、中東における戦争長期化懸念が
拡がり、原油価格が急騰しました。

こうした中、日本では、投資家のリスク回避姿勢が強まり、半導体関連株を中心に株式相場
が大きく下落しました。
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掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境

の変動や運用成果などを保証するものではありません。

【本資料の最終ページを必ずご覧ください。】

■リスク情報

⚫ 投資信託は、投資元金が保証されているものではなく、値動きのある資産（外貨建資産は為替
変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、投資
元金を割り込むことがあります。投資信託の運用による損益はすべて投資者（受益者）の皆様
に帰属します。なお、投資信託は預貯金とは異なります。

⚫ 投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの内容や
性質が異なります。

■手数料等の概要

お客様には、以下の費用をご負担いただきます。

＜お申込時、ご換金時にご負担いただく費用＞

   購入時手数料 上限3.85％（税抜3.5％）
  換金手数料 上限1.1％（税抜1.0％）
  信託財産留保額 上限0.6％

＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞

   信託報酬（年率） 上限4.54％（税抜4.45％）
  一部のファンドについては、運用成果等に応じて成功報酬をご負担いただく場合が

      あります。
  その他費用 組入有価証券の売買委託手数料、資産を外国で保管する場合の費用、監査費用、 

      借入金の利息、立替金の利息、貸付有価証券関連報酬など

 ※ その他費用については、運用状況により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することはできま
  せん。

※ 上記手数料などの合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間などに応じて異なります
  ので、表示することはできません。

※ 詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

《ご注意》

⚫ 手数料等につきましては、アモーヴァ・アセットマネジメントが運用する投資信託のうち、徴収するそれぞれの
手数料等における最高の料率を記載しております。（当資料作成日現在）

⚫ 上記に記載しているリスク情報や手数料等の概要は、一般的な投資信託を想定しており、投資信託毎に異な
ります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■その他の留意事項

⚫ 当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが自社で設定・運用する公募ファンドの運用状況についてお伝え
することを目的として作成した資料です。

⚫ 投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではあり
ません。また、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支払いの対象とはなりません。

⚫ 投資信託をお申込みの際には、投資信託説明書（交付目論見書）などを販売会社よりお渡ししますので、
 内容を必ずご確認の上、お客様ご自身でご判断ください。

アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第368号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会



＜投資信託お申込にあたってのご注意＞ 

●投資信託に係るリスクについて 

投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります）等に 

投資しますので、運用実績は市場環境等により変動します。したがって、元本および分配金が保証されているもの 

ではありませんので、お受取金額がお客さまのご投資された金額を下回ることもあります。 

●投資信託に係る費用について 

ご投資にあたっては、以下に記載の費用等を足し合わせた金額をご負担いただきます。 

申込時に直接ご負担いただく費用 お申込手数料 
お申込金額に応じ、お申込価額に対し最大 3.30%

＜消費税込み＞ 

換金時に直接ご負担いただく費用 信託財産留保額 約定日の基準価額に対し最大 1.0% 

投資信託の保有期間中に間接的に

ご負担いただく費用 
信託報酬 

純資産総額に対し最大年率 2.20% 

＜消費税込み＞ 

ただし、投資対象とする投資信託証券の組入比率や当該投資信託証券の変更などにより、上記の料率を超える場合 

があります。また、固定報酬や成功報酬等を間接的にご負担いただく場合があります。 

・その他費用 ： 上記以外に監査費用等、個別の投資信託毎にご負担いただく費用があります。 

上記費用の料率につきましては、当行取扱いの投資信託に係る費用のうち、最高の料率を記載しております。 

投資信託に係る費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、「投資信託説明書（交付目論見書）」等で 

ご確認ください。 

●投資信託は預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありま

せん。 

●当行で購入された投資信託は投資者保護基金の対象ではありません。ただし、金融商品仲介(証券口座)で取り扱う投資

信託は投資者保護基金の対象となります。 

●投資信託の運用による収益および損失は、投資信託をご購入のお客さまに帰属します。 

●投資信託の設定・運用は投資信託会社が行います。 

●投資信託のお取引に関しては、クーリングオフ（金融商品取引法第３７条の６<書面による解除>）の適用はありません。 

●投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの

内容や性質が異なりますので、ご投資にあたっては、「投資信託説明書（交付目論見書）」等をよくお読みいただき、内容を

ご確認のうえご自身でご判断ください。 

 

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第 3 号  

加入協会：日本証券業協会 一般社団法人金融先物取引業協会 
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